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福井市歴史的風致維持向上計画策定業務に係る 

公募型プロポーザル実施要領 
 

１ 業務概要 

（1）目   的   福井市は、豊かな自然環境、歴史、伝統文化など地域の個性や宝となる資

源が豊富に存在する。それらが織りなす歴史的風致を維持・向上させ、後世

に継承することを目的に、「地域における歴史的風致の維持及び向上に関す

る法律（歴史まちづくり法）」に基づく「福井市歴史的風致維持向上計画」を策

定し、歴史文化を活かしたまちづくりを推進する。 

（2）業 務 名 福井市歴史的風致維持向上計画策定業務 

（3）業務内容 仕様書のとおり 

（4）業務期間 契約締結日から令和９年３月３１日（水）まで 

 

２ 業務に要する費用（予定価格） 

 ６，９７４，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※なお、参考見積書の金額が、業務に要する費用（予定価格）を超過した 

場合は失格とする。 

 

３ 参加資格 

福井市と共に本計画を策定するため、総合的な企画力、技術力、実績、信用等を有し、

下記に掲げる要件をすべて満たす企業又は複数の企業で構成する共同企業体とする。 

（１）単体企業 

①福井市一般業務の委託に係る競争入札参加資格等に関する要綱（平成１１年１２月２

０日施行）の規定に基づき、福井市一般業務競争入札参加資格者名簿に登録されて

いる又は公表日から企画提案書の提出期限までの間に、福井市一般業務競争入札

参加資格審査申請書を提出済みであること。なお、申請書を提出中の場合、資格審

査において認定されなかった時点で本件に関する参加資格を喪失する。 

②公表日から受託候補者特定の日までの間において、福井市物品調達等契約に係る

指名停止等措置要領（平成１４年４月１日施行）による指名停止措置又は指名除外措

置を受けている者でないこと。 

③地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者であること。 

④破産法（平成１６年法律第７５号）の規定により破産の申し立てがなされていないこ

と。 

⑤会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者

（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定を受けて
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いる者を除く。）でないこと。 

⑥役員（役員として登記又は届出はされていないが事実上経営に参画している者を含

む。以下この号において同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下こ

の号において同じ。）でないこと又は役員が暴力団（同条第２号に規定する暴力団を

いう。）若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

者でないこと。 

⑦参加申込をする時点において、当該プロポーザルに参加しようとする他の者との間に、

次のいずれかに該当する資本的関係又は人的関係がない者であること。 

ア）親会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号の親会社をいう。以下同

じ。）と子会社（会社法第２条第３号の子会社をいう。以下同じ。）の関係（個人事業

主又は会社の役員が他の会社の議決権総数の過半数を所有する場合における、

当該個人事業者又は当該役員に係る会社との関係を含む。） 

イ）親会社（個人事業主又は会社の役員が議決権総数の過半数を所有する場合にお

ける、当該個人事業者又は当該役員に係る会社を含む。）を同じくする子会社同士

の関係 

ウ）一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の役員を現に兼ねている

関係 

エ）一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の管財人（会社更生法第

６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人をいう。）

を現に兼ねている関係 

   ⑧国内に営業拠点があること。 

⑨国税及び地方税を滞納している者でないこと。 

⑩過去に本業務と同種又は類似する業務を請け負った実績があること。 

⑪当該プロポーザルにおいて、事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和２４年法律

第１８１号）第３条又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）

第３条に規定する組合又は団体をいう。）として参加する場合は、その組合員又は会

員ではないこと。 

 

（２)共同企業体 

①共同企業体を構成するすべての構成員が（１）の①から⑨の各要件を満たしているこ

と。また、いずれかの構成員が⑩の要件を満たしていること。 

②企業の組合せは３社を上限とし、異なる業種区分の組合せによる企業共同体も認め

るものとする。 

③構成する企業は、その技術力を結集して業務を実施するものとし、それぞれの優れた

技術を有する分野を分担するものとする。この場合において、構成する企業の分担

業務は、技術力を結集して業務を実施するという共同企業体の目的に照らして、必
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要以上に細分化しないものとする。 

   ④構成する企業の代表者は、構成員において決定された者とする。 

 

４ 日程 

 項  目 日  程 

①公表 令和８年６月２９日（月） 

②質問受付締切 令和８年７月 ６日（月） １６時 

③質問回答 令和８年７月 ８日（水） 

④参加申込書等受付締切 令和８年７月１３日（月） １６時 

⑤企画提案書等受付締切 令和８年７月１７日（金） １６時 

⑥審査委員会 

（プレゼンテーション等） 
令和８年７月２７日（月）予定 

⑦審査結果通知 審査委員会開催後１週間以内 

⑧契約締結 令和８年８月上旬（予定） 

⑨業務開始 令和８年８月上旬（予定） 

※上記のスケジュールは、募集開始時点のものであり、応募の状況等によっては変更となる

場合がある。 

 

５ 質問の受付及び回答 

（１）提出期限：令和８年７月６日（月） １６時（必着） 

（２）提出方法：別添の質問書【様式１】により、電子メールにて提出すること。 

※電話・ＦＡＸ・対面等による質問には応じないこととする。 

（３）提出先：「１４ 問合せ先」参照 

（４）回答日：令和８年７月８日（水） 

（５）回答方法：福井市文化振興課ホームページに掲載 

 

６ 参加申込書等の作成及び提出 

（１）提出書類 

プロポーザルへの参加を希望する者は、令和８年７月１３日（月）１６時（必着）までに、参

加申込書【様式２又は２－２】及び後述「８ 提出書類」の番号３、４（該当する場合のみ５か

ら７を追加）の書類を合わせて、事務局宛に提出すること。 

 

（２）提出部数 

紙媒体 各１部 

 

（３）提出期限等 

提出期限：令和８年７月１３日（月） １６時（必着） 
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提出場所：「１４ 問合せ先」参照 

提出方法：持参、郵送（配達証明）又は宅配便（手渡したことが証明されるものに限る）に

よること。 

※持参の場合は、土日、祝日を除く。また、郵送の場合は、封筒の表面に 

「プロポーザル参加申込書等在中」と朱書きすること。 

 

（４）参加資格審査決定通知 

参加申込書等を審査し、その結果を令和８年７月１４日（火）の正午までに電子メールに

て通知する。なお、参加資格要件を満たさなかった者に対しては、その理由を併せて通知

する。 

 

７ 企画提案書等の作成及び提出 

（１）提出書類 

参加資格要件を満たした者は、令和８年７月１７日（金）１６時（必着）までに、後述「８ 提

出書類」の８から１１（該当する場合のみ１２、１３を追加）の書類を事務局宛に提出すること。

また、事務局担当者に受領したことを必ず確認すること。 

なお、企画提案書（任意様式）は、仕様書及び本要領「９ 審査方法」及び「「１０ 審査基

準及び配点」を参照し、主として次の内容を記載すること。 

     ・業務実施体制、業務工程計画 

     ・実務実績（他自治体での支援内容等） 

     ・企画提案内容 

      例）福井市における維持向上すべき歴史的風致及び重点区域設定への考え方 

 

（２）提出部数 

紙媒体     各８部 

電子媒体    １部（PDF データ） 

 

（３）提出期限等 

提出期限：令和８年７月１７日（金） １６時（必着） 

        ※期限内に提出がない場合は、辞退したものとみなす。 

提出場所：「１４ 問合せ先」参照 

提出方法：〔紙媒体〕持参、郵送（配達証明）又は宅配便（手渡したことが証明されるもの

に限る）によること。 

※持参の場合は、土日、祝日を除く。また、郵送の場合は、封筒の

表面に「プロポーザル企画提案書等在中」と朱書きすること。 

          〔電子媒体〕電子メールにて提出し、上記期限必着のこと。 
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８ 提出書類 

番号 提出書類 提出上の注意 
提出区分 

単体 共同 

１ 参加申込書【様式２】  〇 ― 

２ 参加申込書【様式２－２】  ― 〇 

３ 会社概要書【様式３】 共同企業体の場合は各社作成 〇 〇 

４ 参加資格誓約書【様式４】  〇 〇 

５ 法人登記簿謄本（原本） 

発行後３か月を超えないもの 

※公表時点で福井市一般業務

競争入札参加資格者名簿に登

録されている企業を除く 

〇 〇 

６ 

直近年度の国税（法人税及び

消費税等）及び福井市税の納

税証明書（原本） 

発行後３か月を超えないもの 

※公表時点で福井市一般業務

競争入札参加資格者名簿に登

録されている企業を除く 

〇 〇 

７ 共同企業体協定書【様式５】  ― 〇 

８ 企画提案書提出書【様式６】  〇 〇 

９ 企画提案書（任意様式） 

仕様書に示した業務内容に基づ

き、経験と強みを生かした具体

的な企画提案書とする 

〇 〇 

１０ 

配置を予定する業務責任者、

管理技術者等の経歴等の状

況【様式７】 

 

〇 〇 

１１ 参考見積書（任意様式） 
見積額の明細がわかるよう内訳

を記入すること 
〇 〇 

１２ 経営状況等調査表【様式８】 

※公表時点で福井市一般業務

競争入札参加資格者名簿に登

録されている企業を除く 

〇 〇 

１３ 

直近２年分の財務諸表類（貸

借対照表及び損益計算書の

写し）（様式任意） 

※公表時点で福井市一般業務

競争入札参加資格者名簿に登

録されている企業を除く 

〇 〇 

※〇は必要、―は不要 

 

９ 審査方法 

プロポーザルの審査は以下のとおりとする。 

（1）審査委員会（プレゼンテーション等による審査） 
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提出された企画提案書等を「１０ 審査基準及び配点」に基づき、プレゼンテーション等

による審査を実施し、高い評価を得た提案者を選考する。 

実施日：令和８年７月２７日（月）を予定 

 

（２）審査結果の通知 

書面により通知する。 

 

１０ 審査基準及び配点 

（１）審査 

審査委員会を設置し、審査する。審査は、（３）で定める評価項目に基づき、各委員

が採点を行う方式とし、全委員の合計点により順位を決定する。 

①日時 

令和８年７月２７日（月）を予定 

②場所 

会場等詳細は、別途通知する。 

   ③時間 

１者につき、３５分程度（プレゼンテーション２０分、質疑応答１５分程度） 

④出席者 

当日の出席者は１提案者につき４名以内とし、提案内容の質疑に応答でき、本業務

の責任者となる者とする。 

⑤留意事項 

プレゼンテーションは、提出した企画提案書等を基に行うものとし、補足説明資料 

その他の追加資料の配布及び説明は認めない。ただし、これらを踏まえた上でパソ

コン・プロジェクター等による説明は許可する。この場合、プロジェクター（HDMI 端

子）及びスクリーン各１式は福井市で用意するが、パソコン、プロジェクター接続ケー

ブル及びその他の機器等は、持ち込み可能な範囲の機器とし、参加者が用意するこ

と。なお、審査は個別に行い、非公開とする。 

 

（２）審査基準 

プロポーザルは主に以下の評価項目に基づく総合点数方式とし、評価項目合計の

７０点以上を最低基準点と定める。 

 

（３）評価項目と配点 

審査委員会は、提出された企画提案書等及びヒアリングに基づき、下記の項目につ

いて評価を行う。 
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審査項目 審査の着眼点 配点 

業務実施 

体制 

企業実績 業務の実施に必要な実績があるか １５ 

人員配置 管理技術者・要員等業務遂行における人員配置が適正か ５ 

管理技術者の 

技術力 

管理技術者は十分な実績・業務経験を有しているか 
１５ 

提案内容 工程 業務工程毎にスケジュールや手法を明確に示しているか １０ 

専従性 主たる担当者が専従で集中的に策定作業に当たれるか １０ 

福井市の 

理解度 

福井市の自然的環境、社会的環境及び歴史文化の特徴を

理解、認識しているか 
１５ 

企画力 福井市の課題が適正に整理されているか 

福井市ならではの歴史まちづくりの方向性がイメージでき

る事業が提案されているか 

企画に妥当性と独創性があるか 

１５ 

会議支援 資料作成、会議運営支援等が適切・迅速に実施できるか ５ 

価格 価格 業務内容と価格が適正か ５ 

プレゼン 

能力 

プレゼン能力 説明の明確さ、質疑に対する応答が適切か 
５ 

合計 １００ 

 

（４）選定 

①委託候補者の選定 

審査委員会終了後、各委員が各企画提案書等の採点を行い、評価点の合計が最

も高い者を受託候補者として選定する。 

②選定結果の通知 

選定の結果は、提案者宛に郵送にて通知するとともに、福井市ホームページにおい

て公表する。通知及び公表内容は、受託候補者の名称及び評価点の合計とする。 

 

１１ 失格事項 

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

（1）参加資格要件を満たしていない場合 

（2）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（3）実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の

条件に適合しない書類の提出があった場合 

（4）審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（５）参考見積書の金額が、業務に関する費用（予定価格）を超過した場合 

(6)審査委員会委員に対し、選定に係る接触の事実が認められた場合 
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１２ 契約 

（１）プロポーザルの結果、受託候補者と業務委託契約の仕様等について協議・調整を行い、

速やかに委託契約を締結する。 

なお、その際には、受託候補者は改めて見積書を提出するものとする。 

(２)受託候補者が辞退、又は資格を喪失したときは、評価点の合計が次点の事業者を候補

者として契約締結の協議を行う。 

(３)本プロポーザルは優先交渉権の選定を目的に実施するものであり、契約後の業務内容

は、必ずしも提案内容に沿って実施するものではない。 

 

１３ その他の留意事項 

(１)応募者は、本プロポーザルに対し、一つの提案しか行えないものとする。応募する企業及

び共同企業体の各構成員は、他の提案の応募者の構成員となることはできない。 

（２）提出期限までに参加申込書が事務局に到達しなかった場合は、企画提案書等を提出す

ることができない。 

（３）プロポーザルへの参加に係る一切の費用は、提案者の負担とする。 

（４）本市が指定する場合を除き、提出期限以降における書類の再提出、追加及び差し替えは

認めない。また、提出書類に記載した業務責任者、管理技術者及びその他の技術者は、

特別の理由があると市が認めた場合を除き、変更することができない。 

（５）提出書類は本プロポーザルの実施以外の目的では使用しない。ただし、受託候補者の選

定を行う場合に、必要な範囲において複製することがある。 

（６）福井市情報公開条例に基づく開示請求があった場合は、原則として開示の対象となる。

ただし、提案者が事業を営む上で、正当な利益を害すると認められる情報は不開示とな

る場合がある。なお、本プロポーザルの受託候補者特定前において、決定に影響が出る

おそれがある情報については決定後の開示とする。 

（７）提案内容に含まれる特許権など法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっ

ているものを使用した結果生じた責任は、原則として提案者が負う。  

（８）企画提案の内容については、採用決定後に福井市文化振興課と協議の上、変更して実

施することがある。  

（９）受託候補者は、業務遂行上知り得た情報を他に漏らしてはならない。  

（１０）その他、不明な点については、福井市文化振興課に照会すること。 

 

１４ 問合せ先（事務局） 

〒910-0004 福井市宝永２丁目４番１０号 宝永分庁舎２階 

     福井市商工労働部観光文化スポーツ局 文化振興課   担  当：大川・青山 

電  話：0776-２０-５３６７ 

E-mail：b-shinkou@city.fukui.lg.jp 


